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施設評価結果について 

１ 昨年度の施設評価について 

施設評価により必要性や有効性を確認する中で、設置目的を失った施

設等について、優先的に方向性を示すため、４３５施設を対象に「継続

グループ」、「再調整グループ」、「廃止グループ」に分類を行い、平成２

４年１２月にその結果を公表しました。

施設方向性分類（平成２４年１２月）

グループ 施設数 主な施設

継続 １１１

保育園（５）、環境センター（３）、消防署所（８）、保健所・保

健センター、資源化センター、市民病院、中央図書館、自然史博

物館、防災倉庫等（１４）など

再調整 ３００

小学校（５２）、中学校（２２）、校区市民館（４９）、地区市民

館（２３）地区体育館（１０）、消防団器具庫・詰所（８１）、老

人福祉センター（５）、高齢者活動センター（２）、老人憩の家（３）、

ライフポートとよはしなど

廃止 ２４

職員会館、駅前文化ホール、市営住宅（４）、旧バスターミナル、

病院寮・公舎（６）、旧消防分団・器具庫（８）、生活家庭館、旧

勤労青少年ホーム、石巻自然科学資料館

２ 再調整グループの整理について 

施設評価における「再調整グループ」３００施設を以下のとおり整理

しました。

「再調整グループ」の整理

分類 施設数

「継続グループ」とするもの ２８５

「継続グループ」ではあるが、将来再検討とするもの １３

「廃止グループ」とするもの    ２
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（１）「継続グループ」とするもの（２８５施設）

 これらの施設の位置付けを明確にするにあたっては、本市の現状や市

域を利用者の範囲によって「全域」、「校区」、「住区」の３つの層に分類

した利用圏域分類から詳細に判断していきます。この利用圏域分類につ

いて、本市の全体の公共施設を分類すると下表のようになります。

本市における公共施設の利用圏域分類

区  分

全域施設 校区施設 住区施設

全市民を対象と

し、各種の業務や

活動の中心に位置

付ける施設

一定範囲の市民を

対象とし、教育、

レクリエーショ

ン、コミュニティ

活動等を行う施設

居住する地区の市

民のみ対象とした

施設

市庁舎、市民病院、保健所

障害者福祉会館、高齢者活動センター

美術博物館、中央図書館

ライフポートとよはしなど

小学校・中学校

校区市民館・地区市民館

地区体育館、消防団器具庫・詰所

地域福祉センターなど

市営住宅

① 「全域施設」

施設として設置した目的を失っておらず必要性・有効性が高いと判断

し「継続グループ」とします。

② 「住区施設」

市営住宅は、市営住宅ストック総合活用計画との連携を図って改善、

更新していくため、「継続グループ」となります。
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③ 「校区施設」

 機能としては継続ではあるものの、同種施設群の量や複数棟を要する

施設の必要量の精査が必要な施設です。

ア 小学校・中学校

（建物状況）

区分 施設数
校舎延べ面積

（ｍ2）

昭和５６年より前の

校舎割合（％）

小学校 ５２ ２４１，２６６ ７０．２

中学校 ２２ １２９，５０５ ５３．６

計 ７４ ３７０，７７１ ６４．４

耐震補強工事は実施済みですが、昭和３０年から４０年代の木造から

鉄筋コンクリート造への転換や、昭和５０年代の児童・生徒数が急増し

たことによる増築により、昭和５６年より前に建設された校舎が多く存

在しています。

（利用状況等）

区分

昭和４５年度 昭和５５年 昭和６０年 平成１８年度 平成２２年度

児童・生徒数

（人）

児童・生徒数

（人）

児童・生徒数

（人）

児童・生徒数

（人）

児童・生徒数

（人）

小学校 ２３，９２３ ３３，０６６ ３１，５７６ ２３，５９４ ２３，０２３

中学校 １１，１５２ １３，３６６ １７，００５ １０，９７０ １１，５１３

計 ３５，０７５ ４６，４３２ ４８，５８１ ３４，５６４ ３４，５３６

 過去５年間において、児童・生徒数に大きな変化はありませんが、児

童・生徒数も最も多かった昭和５０年代と比較すると、大幅に減少して

います。
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○ 余裕教室の状況（平成２４年度）    学級数には特別支援学級を含む。

区分 室数 学級数 特別教室基準数 余裕教室数
平成３０年

余裕教室数（予測）

小学校 １，４７２ ８２０ ５０３ １４９ １４１

中学校 ７９８ ３６８ ３１８ １１２ １４５

計 ２，２７０ １，１８８ ８２１ ２６１ ２８６

（出典：「学校規模の適正化に関する基本方針」への提言（平成２４年１２月 豊橋市教育課題検討会議）より）

上表における余裕教室数とは、学校に存在する室数が文部科学省の基

準以上となり、余裕となると見込まれる教室数のことです。実際は学校

により基準にはない児童クラブ、ＰＴＡ集会室、会議室などの利用があ

るため、空き教室の存在の有無については、個別の詳細な調査が必要と

なってきますが、今後も少子化の進展により、児童・生徒数も減少する

ことから空き教室も増えていくと考えられます。

（「継続グループ」とする理由）

小学校・中学校は、これまで校区を地域のコミュニティの単位として

捉え、学校を中心に自治会や防災活動などの市民活動を行ってきました。

こうした状況を踏まえ、引続き学校をコミュニティの核として考えてい

くことから「継続グループ」とします。ただし、余裕教室の活用を図る

ため、有効かつ効率的な活用の観点から効果が認められる学校について

は、地域と密接な関係にある校区市民館、地区市民館などの機能を校舎

の建替えや改修に併せて採り込み、施設の複合化を図る必要があります。



5 

○ 施設の複合化の例 

イ 校区市民館・地区市民館

（建物状況）

区分 施設数
延べ面積

（ｍ2）

リニューアル

実施
複合施設

校区市民館 ４９ １７，９９０    ０ １１

地区市民館 ２３ １９，１２８    ７  １

計 ７２ ３７，１１８    ７ １２

校区市民館は５２小学校区中４８校区、地区市民館は全２２中学校区

に存在しています。どちらも昭和５０年代に集中して建設され、耐震補

強工事は実施済みですが、昭和５６年より前に建設された施設は、校区

市民館で２０館、地区市民館で１５館となっています。また、地区市民

館では９館の拠点地区市民館のうち比較的新しい飯村と複合施設として

複合化 

A・B 

売却、貸付、転用等

Ａ 売却、貸付、転用等 

Ｂ

施設

Ｂ

Ａ

施設

施設
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整備中の南稜を除く７館で既にリニューアルが行われ、校区市民館にお

いても現在、野依の移転改築、前芝の整備が行われています。

なお、複合施設として、校区市民館のうち１０館は学校体育館の１階、

１館は県の福祉施設の１階に、地区市民館のうち１館は消防署内に設置

されています。

（利用状況等）

区分
平成１８年度 平成２２年度 児童クラブ

がある施設利用人数（人） 利用人数（人）

校区市民館 １，０３４，１５１ １，０１８，８９５ １７ 

地区市民館 ８９６，８１８ ９７８，０２７  ０ 

計 １，９３０，９６９ １，９９６，９２２ １７ 

生涯学習活動やコミュニティ活動を行う場として、地域住民を対象に

サークル活動や研修会などで利用されています。利用人数について、校

区市民館では児童クラブでの利用により増加している館もありますが、

全体的に横ばいで推移しており、地区市民館では増加しています。

（「継続グループ」とする理由）

校区市民館・地区市民館は、先進的に地域コミュニティ推進という観

点から集中的に整備してきた施設です。これらの施設は、設置目的にあ

るように地域における自主的な生涯学習活動やコミュニティ活動を行う

施設として、校区の住民を対象として利用されており、学校区ごとにバ

ランスよく配置されている状況であることから「継続グループ」としま

す。ただし、一部の老朽化が進んでいる施設については、その建替えに

あたり、地域コミュニティの核である学校や他施設との複合化を考える

必要があります。
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ウ 地区体育館

（建物状況）

区分 施設数
延べ面積

（ｍ2）
配置状況

地区体育館 １０ １３，５８７ 市域の東、西、南、北及び中部

地区体育館は、スポーツ施設の配置バランスを考慮し、市域を５つの

エリアに分けて、昭和５０年代に第一次整備として５館を建設しました。

その後、利用者人口の増加と地域スポーツの活性化のため、同様の配置

の考え方により、平成元年度より第二次整備として５館を建設しました。

なお、耐震補強工事は実施済みですが、昭和５６年より前に建設され

た施設は２館となっています。

（利用状況等）

区分
平成１８年度 平成２２年度

利用人数（人） 利用人数（人）

地区体育館 ３６２，１９１ ３５１，６８８ 

地域スポーツ活動の拠点として、サークル活動だけではなく、健康・

体力づくりに向けた行事が行われており、利用人数に大きな変化はあり

ません。

（「継続グループ」とする理由）

設置目的にあるように市民のスポーツ振興に資するため、地域におけ

るスポーツ活動拠点として、健康志向の高まりによる市民ニーズの高い

水準での利用が見込まれることから「継続グループ」とします。
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エ 地域福祉センター・老人福祉センター等

（建物状況）

区分 施設数
延べ面積

（ｍ2）
配置状況

地域福祉センター ４ ７，３１７ 地域福祉センターと老人福祉センターで概

ね全市域をカバーするように配置されてい

る。老人憩の家は、それを補完するもの。

老人福祉センター ５ ２，６９８

老人憩の家 ３ ４８８

計 １２ １０，５０３

地域福祉センターは、総合福祉センターを拠点として市内４か所に存

在しています。施設は、昭和４０年代建設の八町を除き、平成に入って

から建設されています。なお、牟呂地域福祉センターについては、西部

窓口センターとの複合施設として整備しています。

老人福祉センターは、市内５か所に存在し、昭和４０年代建設が３か

所、平成に入ってからの建設が２か所となっています。

４か所の地域福祉センターと５か所の老人福祉センターで概ね全市

域をカバーし、老人憩の家は、老人福祉センターの利用が困難な地域を

対象に平成８年、１０年、１６年で３か所設置しました。

（利用状況等）

区分
平成１８年度 平成２２年度

対象 特記事項
利用人数（人） 利用人数（人）

地域福祉センター １３４，３１６ １９２，３１７ 
高齢者、障害者及びそ

の介護者、福祉団体
牟呂（平成２１年度開設）

老人福祉センター １８０，８６６ ２１４，２１１ 高齢者 牟呂（平成２０年度廃止）

老人憩の家 ３８，０８４ ３２，４１５ 高齢者

計 ３５３，２６６ ４３８，９４３

地域福祉センターは、地域における社会福祉活動の拠点として、高齢

者や障害者などを対象とし、地域住民の福祉ニーズに応じた各種相談、

社会適応訓練、創作活動などを行っており、老人福祉センターとしての

機能も併せもっています。老人福祉センターは、健康の増進、教養の向

上、レクリエーションの場を高齢者に提供する施設で、老人憩の家も規
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模は小さいものの、ほぼ同じ目的で設置された施設です。利用人数は地

域福祉センター、老人福祉センターで大幅に増加しています。

（「継続グループ」とする理由）

設置目的にあるように社会福祉活動や高齢者の健康増進等のための

拠点施設として地域住民に利用されていることに加え、高齢化社会の進

展に伴い、市民ニーズもこれから益々高くなると考えられることから「継

続グループ」とします。ただし、一部の老朽化が進んでいる施設につい

ては、その建替えにあたり、他施設との複合化を考える必要があります。

オ 消防団器具庫・詰所

（建物状況）

区分 施設数
延べ面積

（ｍ2）
配置状況

消防団器具庫・詰所 ８０ ４，８０５ 各小学校区に１か所以上設置

消防団器具庫・詰所は、全５２小学校区に８０か所設置されています。

すべてが昭和５４年以降の建設ですが、昭和５６年より前に建設された

施設も２１か所あります。

（「継続グループ」とする理由）

地域の消防防災活動の拠点として、必要な施設であるため「継続グル

ープ」とします。ただし、消防団員の状況により施設の統廃合が行われ

ているため、存続の見込みをつけることが困難であることから、当面の

間、施設保全計画に基づく改修ではなく、個別に維持保全を行っていき

ます。
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（２）「継続グループ」ではあるが、将来再検討とするもの（１３施設）

利用圏域分類が「全域」ではあるものの、現状のまま改修を行うこと 

については、遊休空間の存在などの課題、建替えや機能統合などの可能性

を見極めていく必要があると考えられます。現時点において、その判断が

難しく、今回は「継続グループ」に位置付け、施設の状況を確認しつつ、

そのあり方の検討を行っていくものとして、将来再検討とします。 

○ 将来再検討とするもの（１３施設）

・南部窓口センター、市民文化会館、西川芸能練習場、更生保護会館、まちなか活性課

事務所、水の展示館、西部・東部学校給食共同調理場、少年自然の家、野外教育セン

ター、高師緑地馬場、トレーニングセンター、視聴覚教育センター 

（３）「廃止グループ」とするもの（２施設）

 次の２施設は、以下の理由により「廃止グループ」とします。

① 杉山分団第三部

 杉山分団の統廃合により器具庫・詰所が不要となるため

② 前芝地区市民館

 前芝校区市民館（仮称）建設に伴い、機能を移転するため

３ 継続グループの整理について 

 「継続グループ」と「再調整グループ」のうちから「廃止グループ」と

した２施設を除いた４０９施設、「廃止グループ」のうちから用途変更に

より「継続グループ」とした「職員会館」に、施設評価開始後新規取得し

た５施設を加え、合計４１５施設となります。

なお、「継続グループ」１１１施設のうち３施設は２（２）と同様の理

由により将来再検討とします。

○ 将来再検討とするもの（３施設）

・斎場、地下資源館、配本センター（市民文化会館内） 

４ 廃止グループの整理について 

「廃止グループ」２４施設から「職員会館」を除く２３施設に２（３）

による２施設を加え、合計２５施設となります。
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５ 施設評価結果と施設保全計画について 

  施設評価結果（平成２４年１２月）

施設評価結果（平成２５年６月） 

（２３）（１） （２）（２９８）（５） （１１１）

廃止グループ 

（２４）

継続グループ 

（１１１）

再調整グループ 

（３００）

施設保全計画対象 

（２８８） 

廃止グループ 

（２５）

施設保全計画 

廃止グループへ（２） 

・前芝地区市民館 

・杉山分団第三部 
新規取得（５） 

・児童クラブ（３） 

・防災備蓄倉庫 

・プラット 

継続グループへ（１） 

・職員会館 

施設廃止計画 

施設保全計画対象外

（１２７） 

計画的な保全、施設の長寿命化 資産の適正化 

将来負担の抑制と維持更新経費の平準化 

将来再検討施設（１６）、文化財施設（４）、 

プラント系施設（１）、消防団器具庫・詰

所（８０）、市営住宅（２６） 

継続グループ（４１５） 

継続（３９９）、将来再検討（１６）

継続（１０８） 

将来再検討（３） 

継続（２８５） 

将来再検討（１３） 



12 

施設評価結果と施設保全計画対象施設の整理（平成２５年６月）

グループ 施設数 内訳

継続 ４１５
２８８ 施設保全計画の対象とするもの

１２７ 施設保全計画の対象としないもの

（施設保全計画の対象としないもの） 

○ 継続ではあるが将来再検討とした施設（１６施設） 

 施設の状況を確認しつつ、そのあり方の検討が必要なため 

 ・南部窓口センター、市民文化会館、西川芸能練習場、更生保護会館、まちなか活

性課事務所、水の展示館、西部・東部学校給食共同調理場、少年自然の家、野外

教育センター、高師緑地馬場、トレーニングセンター、視聴覚教育センター、斎

場、地下資源館、配本センター（市民文化会館内） 

○ 文化財施設（４施設） 

 建物の外観や使用材料等に制限を受けるなど特別な要因があるため 

・公会堂、二川宿本陣、清明屋、駒屋 

○ プラント系施設（１施設） 

 建物より設備の寿命に対する依存度が大きいため 

・資源化センター 

○ 消防団器具庫・詰所（８０施設） 

 消防団員の状況により施設の統廃合が行われているため、存続の見込

みをつけることが困難なため 

○ 市営住宅（２６施設） 

市営住宅ストック総合活用計画によるため 
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